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第11章　廃　棄　物

　廃棄物は事業活動や消費生活の最終段階で不要

物として排出されたものであるが、その処理に関

する基本的事項については「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律（廃棄物処理法）」で規定されてい

る。

　廃棄物処理法では、廃棄物を住民の日常生活に

伴って生じるごみ、し尿及び事業所から出る紙ご

み等の一般廃棄物と、事業活動に伴って生じるも

ののうち特定の種類を産業廃棄物に区分したうえ、

一般廃棄物についてはその処理を市町村が行い、

産業廃棄物については、排出する事業者自らの責

任において適正に処理することとしている。

　一般廃棄物（し尿を除く。）の処理については、現

在、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進

等に関する法律」（容器包装リサイクル法）等に基

づき各市町村で定めた収集区分により分別収集さ

れ、びん・缶などリサイクル可能なものは資源化

し、資源化できない可燃性のごみは焼却して減量

化し、不燃ごみは破砕・圧縮・選別処理により資源

回収した後、灰や残査物は最終処分場で埋立処分

されている。

　また、し尿の処理については、公共下水道への流

入分を除き、汲み取りし尿及び浄化槽汚泥とも市

町村等のし尿処理場で処理されている。

　産業廃棄物は、事業活動に伴って生じた廃棄物

のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃アルカリ、廃プラ

スチック類等19種類のものをいい、一般廃棄物と

同様再利用されるものを除き、中間処理による減

量化・再資源化された後、埋立処分されている。

　廃棄物の種類と処理形態は図2-11-2のとおりで

ある。近年の人口の増加、産業の発展等により、廃

棄物発生量が増大するとともに質も多様化する傾

向にあるが、都市化の進展等により廃棄物処理施

設の整備が困難な状況となっている。

　なお、廃棄物処理法は、数度の変更を経ている

が、９年６月には、廃棄物処理施設の信頼性・安全

性等の向上を図るため、生活環境影響調査の実施

等の規定が整備されるとともに、廃棄物焼却施設

のダイオキシン類対策を強化するための政省令が

改正され、９年１２月から施行された。

　また、１２年６月には、都道府県による廃棄物処

理計画の策定、廃棄物処理施設の許可要件の追加

及び廃棄物の焼却の規制等を内容とする大幅な改

正がなされた。（施行１２年６月、同年１０月、１

３年４月）

　一方、循環型社会の形成に向けた廃棄物・リサイ

クル対策を総合的・計画的に推進するための基盤

となる「循環型社会形成推進基本法」が１２年６月

に制定されるとともに、廃棄物・リサイクルに関連

する個別法の制定や改正が行われた。既に制定さ

れている「容器包装リサイクル法」及び「特定家庭

用機器再商品化法（家電リサイクル法）」と併せて

資源循環型社会の形成に関する法制度が整備され

つつある。

　県においても、資源循環型社会の構築を目指し、

一層の廃棄物の発生抑制、減量化・再資源化、適正

処理の促進に向け、各種施策を実施している。

第１節　一般廃棄物

１．一般廃棄物の現状

（１）ごみ処理

　家庭から排出されるごみは、40年代の経済の急

速な発展に比例して増加し続け、47年度には県民

１人１日当たり1,058ｇに達したが、48年の石油

ショックを契機に「使い捨て時代」から「節約時代」

へと住民意識が変化し、ピーク時に比べ２割程減

少し、その後10数年間は、ほぼ横ばいで推移して

図2-11-1　１人１日当たりのごみ排出量の推移
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きた。

　60年代になり、経済の活性化やＯＡ化の進展等

により再び増加の傾向をみせていたが、元年度以

降はほぼ横ばい傾向で、11年度１人１日当たりの

排出量は1,025ｇである（図2-11-1）。

　ごみ処理の方法については、可燃ごみは焼却し

て残渣（焼却灰等）を埋め立て、また、不燃ごみは

圧縮や破砕により減量化して残渣物を埋め立てて

いるが、びん、缶等、資源化できるごみ（有価物）

は売却・再利用されている（表2-11-1）。

　11年度における１日当たりのごみの平均排出量

は 6,041 ｔであり、市町村による収集処理量が

6,030ｔ、自家処理量が11ｔとなっている。市町

村等による収集処理量のうち、焼却処理が5,150

ｔ、売却・再利用等が699ｔで、残りは埋立処分さ

れており、焼却残渣等を含めた埋立量は807ｔ（収

集処理量の13％）となっている。

　12年３月末現在のごみ処理施設の設置状況をみ

ると、焼却処理施設は55か所、処理能力8,862ｔ

／日、粗大ごみ（家庭電化製品・家具等）処理施設

は23か所、処理能力1,133ｔ／日、最終処分場は

41か所、残余容量（埋立可能な量）約1,827千ｍ3

である（表2-11-2～表2-11-4）。

（２）し尿処理

　11年度におけるし尿の１日当たりの平均処理量

は、8 , 4 5 9 0 であり、水洗化による処理量が

7,4320、市町村等による処理量が3,2150（浄化

槽汚泥の処理量 2,2250 を含む）、自家処理量が

370となっている。市町村等による処理量のうち、

し尿処理施設で処理した量は2,9960、海洋投入を

した量は1300 となっている（表2-11-5）。

　12年３月末現在で設置されているし尿処理施設

は、33か所、処理能力4,4060 ／日である（表2-

11-6）。

　浄化槽汚泥の増加や既存処理施設の老朽化等に

よる処理能力の低下のため、一部の市町村等では

収集したし尿・浄化槽汚泥の全量を施設で処理す

ることが困難になっている。このため、11年度に

は３市１町がやむを得ず海洋投入処分を行ってい

るが、本県は全国有数の水産県であり沿岸漁場、近

表2-11-1　ごみ処理の状況

年度

区分

９ 10 11

人口 処理量 人口 処理量 人口 処理量

焼 却

埋 立

売却・再利用等

小 計

市
町
村
等
処
理

自 家 処 理

計画処理区域内人口等

千人

－

ｔ/日

4,984

千人

－

ｔ/日

5,080

－
211

（876）
－

－ 649 － 691 － 699

5,836 5,844 5,864 5,966 5,892 6,030

0 29 0 27 0 11

5,836 5,873 5,864 5,993 5,892 6,041

（注）１．計画処理区域内人口は10月１日現在の各市町村の人口総
計（県人口に同じ）。

２．（　）内の数字は焼却残渣等を含む最終処分量。
３．11年度の市町村等処理量6030ｔ /日（220万ｔ /年）の
内訳は、市町村等総収集量が5688ｔ /日（207万ｔ /年）
であり、直接搬入量が342ｔ /日（13万ｔ/年）である。

図2-11-2　廃棄物の種類と処理形態

（注）１．４年７月４日に改正施行された廃棄物処理法において、特別管理一
般（産業）廃棄物が新しく区分された。
また、４年12月16日の法改正では、国外で発生したもので携帯廃
棄物、航行廃棄物（以上一般廃棄物）及び輸入された廃棄物（産業
廃棄物）が廃棄物として追加された。

２．廃棄物処理法では、下水道の汚泥は産業廃棄物となる。

195

（845）

千人

－

ｔ/日

5,150

－
181

（807）
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42 7,054
ｔ /日

40 6,894
ｔ /日

39 7,031
ｔ /日

15 1,306 15 1,416 16 1,831

57 8,360 55 8,310 55 8,862

海漁場の環境保全対策を積極的に推進していくた

め、海洋投入処分はできるだけ早期に解消するよ

う努めている。12年３月末現在の浄化槽設置基数

は551,191基である（表2-11-7）。

　処理方式別では、し尿のみを処理する単独処理

浄化槽が圧倒的に多く83％を占めているが、周辺

水質環境への住民の関心の高まり及び設置に対す

表2-11-2　ごみ焼却処理施設の設置状況

年度

区分

９ 10 11

箇所数 処理能力 箇所数 処理能力 箇所数 処理能力

市 町 村

一部事務組合

計

表2-11-3　粗大ごみ処理施設の設置状況

年度

区分

９ 10 11

箇所数 処理能力 箇所数 処理能力 箇所数 処理能力

市 町 村

一部事務組合

計

16   832
ｔ/日

16   832
ｔ /日

15   863
ｔ/日

6   251 8   270 8   270

22 1,083 24 1,102 23 1,133

（注）休止施設を除く。

（注）休止施設を除く。

表2-11-4　最終処分場の設置状況
区分

年度

設 置

市町村等
設置数

処 分 場

面 積
全体容量 残余容量

９ 31 40 720 5,624 1,496

10 30 42 727 5,710 1,706

11 30 41 768 5,982 1,827

表2-11-6　し尿処理施設の設置状況

年度

区分

９ 10 11

箇所数 処理能力 箇所数 処理能力 箇所数 処理能力

市 町 村

一部事務組合

計

19 2,675
0/ 日

19 2,660
0/ 日

20 2,953
0/ 日

13 1,330 13 1,453 13 1,453

32 4,005 32 4,113 33 4,406

（注）休止施設を除く。

表2-11-8　規模別浄化槽設置基数（12年３月末現在）

区分

処理対象人員

単 独 処 理
浄 化 槽

合 併 処 理
浄 化 槽

計

  5～ 20人 405,873 81,448 487,321

 21～100人 48,933 6,599 55,532

101～200人 1,758 2,462 4,220

201～500人 778 2,571 3,349

501人以上 53 716 769

計 457,395 93,796 551,191

表2-11-5　し尿処理の状況

年 度

区 分

９

人 口 処理量

10

人 口 処理量

11

人 口 処理量

下 水 道

浄 化 槽

計

水
洗
化
処
理

市
町
村
等
処
理

処
理
施
設

海
洋
投
入

自 家 処 理

計画処理区域内人口等

農 地 還 元

そ の 他

計

生 し 尿

浄 化 槽 汚 泥

小 計

生 し 尿

浄 化 槽 汚 泥

小 計

2,718
千人

  3,805
0/ 日

2,825
千人

　3,955
0/ 日

2,934
千人

　4,108
0/ 日

2,379   3,332 2,391 　3,348 2,374 　3,324

5,097 ※7,137 5,216 ※7,303 5,308 ※7,432

  － ※1,055 　－ ※　966 　－ ※　866

  －   1,806 　－ 　1,864 　－ 　2,130

  －   2,861 　－ 　2,830 　－ 　2,996

  － ※   61 　－ ※   38 　－ ※　 35

  －     455 　－ 　　407 　－ 　　 95

  －     516 　－ 　　445 　－ 　　130

  － ※    0 　－ ※　　0 　－ ※　　0

  － ※    0 　－ ※　　0 　－ ※　 89

  702   3,377   615   3,275 　560 　3,215

   37 ※   60    33 ※　 53 　 24 ※　 37

5,836   8,313 5,864   8,360 5,892 　8,459

（注）１．計画処理区域内人口は10月１日現在の各市町村の人口総計（県人口に同じ）。
２．計画処理区域内人口等は※を合計した。

千ｍ2 千ｍ3 千ｍ3
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る補助金制度等により、し尿と雑排水を併せて処

理する合併処理浄化槽は、設置基数及び浄化槽全

体に占める割合ともに年々増加している。一方、単

独処理浄化槽は、浄化槽全体に占める割合が年々

減少しており、平成11年度末の設置基数が初めて

前年度を下回った。

　さらに、規模別に見ると、表2-11-8のとおり５

～20人のいわゆる家庭用浄化槽の設置基数が多く、

全体の約９割を占めている。

（３）処理経費

　11年度において市町村等が支出した一般廃棄物

処理経費は全体で1,196億円であり、年間１人当た

年 度
区分

保健所・市

表2-11-7　保健所・市別浄化槽設置基数

10

単 独 処 理
浄 化 槽

合 併 処 理
浄 化 槽

計 単 独 処 理
浄 化 槽

合 併 処 理
浄 化 槽

計

11

千 葉 市 43,849 4,799 48,648 38,429 5,201 43,630

習 志 野 14,165 949 15,114 14,300 1,115 15,415

船　　橋 61,343 4,187 65,530 62,260 5,334 67,594

市　　川 45,697 2,014 47,711 46,163 2,597 48,760

松　　戸 40,092 2,736 42,828 40,426 3,210 43,636

柏 55,651 4,072 59,723 55,921 4,909 60,830

野　　田 19,138 1,172 20,310 19,252 1,485 20,737

佐　　倉 11,784 13,279 25,063 11,816 14,790 26,606

香　　取 6,019 4,592 10,611 6,061 5,155 11,216

海　　匝 19,297 6,095 25,392 19,469 6,865 26,334

山　　武 14,959 13,863 28,822 15,028 15,619 30,647

茂　　原 13,798 10,533 24,331 13,830 11,467 25,297

勝　　浦 13,139 3,419 16,558 13,303 3,995 17,298

安　　房 25,933 4,603 30,536 26,614 5,321 31,935

木 更 津 52,289 2,456 54,745 52,773 3,018 55,791

市　　原 21,543 3,185 24,728 21,750 3,715 25,465

合　　計 458,696 81,954 540,650 457,395 93,796 551,191

（注）１．「浄化槽法」は「建築基準法」に基づく手続を経て設置された浄化槽基数である。
２．「合併処理浄化槽」とは、し尿と雑排水を併せて処理する浄化槽を、「単独処理浄化槽」とは、し尿のみを処理する浄化槽をいう。
３．63年度から千葉市が保健所政令市となり、中央保健所は廃止された。
４．９年度の組織改正により、保健所の名称と管轄区域が一部変更された。

表2-11-9　一般廃棄物の処理経費 （単位：百万円）

（注）（　）内の数字は計画収集人口１人当たりの処理経費で、以下のとおり算出したものである。

　　　　　（処理経費＋施設整備費）（百万円）÷計画収集人口（千人）

９
年度区分

ご  み し  尿

10

ご  み し  尿

11

ご  み し  尿

計画収集人口
（千人）

処 理 費

施 設 整 備 費

小 計

計

74,006 15,404 74,271 14,677 75,495 13,458

27,051 14,124 24,628 8,608 26,007 4,594

101,057 29,528 98,899 23,285 101,502 18,052

5,836 702 5,864 615 5,892 560

122,184

　（17,316円／人） （42,063円／人） （16,865円／人） （37,862円／人） （17,227円／人） （32,236円／人）

130,585 119,554
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りにすると、ごみが17,227円、し尿32,236円となっ

ている（表2-11-9）。

２．一般廃棄物処理対策

　一般廃棄物の処理対策は、発生・排出抑制、再使

用・再利用、熱回収、適正処分を取組の優先順位と

して、環境への負荷低減に配慮しつつ、資源循環型

社会の構築を目指し推進している。

　市町村等は、「廃棄物処理法」に基づき一般廃棄

物の排出抑制、収集、運搬及び処分に関する計画を

定め、これを遂行するとともに計画的に処理施設

の整備に努めている。また、近年における廃棄物の

量的増大、質的多様化等廃棄物処理を取り巻く社

会の諸変化に対し適切に対応するため、市町村に

おいては廃棄物の減量化・再資源化を基本とした

計画的な処理を推進することが一層重要となって

きている。そこで県は、10年３月、一般廃棄物処

理の指針として、市町村の廃棄物処理基本計画の

策定のガイドラインとなる広域処理のあり方、最

新システム・技術の紹介等をした「千葉県一般廃棄

物処理マスタープラン」を策定した。また、11年

３月に「千葉県ごみ処理広域化計画」を策定し、市

町村のごみ処理施設を広域的に集約させるととも

に、焼却灰のスラグ化、エコセメント化の取組を推

進している。

　さらに、以上の取組を踏まえ、「資源循環型社会」

の構築に向け、県民、事業者、行政の関係者が共同・

協調した取組を推進する指針として 12 年３月に

「ちば21 ごみゼロプラン」を策定したところであ

る。

　また、廃棄物情報技術センターでは、廃棄物の減

量化・再資源化を促進するため、社会システム、技

術開発両面から調査研究を行い、これらの成果を

県及び市町村の廃棄物行政の施策に反映させると

ともに、広く県民、事業者に対して廃棄物に関する

各種情報の提供と啓発を行っている。

　11年度においては、システム開発関係、技術開

発関係、情報・啓発関係それぞれにおいて事業を実

施し、それらの成果は「千葉県廃棄物情報技術セン

ター年報」、「廃家電の処理状況実態調査報告書」及

びセンターニュース等情報誌に記述されている。

　なお、個々の研究課題及び事業名とその概要は

資料編10の（１）に掲載している。

　処理施設の整備については、用地の取得難、住民

同意の困難さ、建設費の高騰など極めて厳しい状

況に置かれているが、整備計画の策定及び建設に

当たっては次の事項について指導し、円滑な整備

の促進を図ることとしている。

①　環境影響に関する事前評価の実施

②　地域住民の合意取得

③　環境汚染防止への十分な配慮

④　廃棄物処理基本計画との整合

⑤　都市計画等諸計画との整合及び周辺環境整備

を勘案した整備計画の検討

⑥　浄化槽汚泥の適正処理

　なお、最近では、大規模焼却処理施設等で余熱を

利用したごみ発電の導入、温水プールの設置等が

行われ地域に貢献している施設もあり、また周辺

環境整備に重点を置いた施設整備を行うなど、従

来の処理場のイメージからは相当改善されてきて

いる。11年度に完成した施設の状況は表2-11-10の

とおりである。

（１）ごみ処理対策

　ア　施設整備

　ごみ焼却処理施設、粗大ごみ処理施設及び最終

処分場の設置等に対し国庫及び県費補助を行い、

施設の整備拡充を図っている（表2-11-11）。

　イ　環境汚染防止対策

　ごみ処理に当たっては、大気汚染、水質汚濁等環

境汚染の未然防止に十分留意する必要があり、ご

み焼却処理施設については、「大気汚染防止法」及

び「大気汚染防止法に基づき排出基準を定める条

表2-11-10 一般廃棄物処理施設整備状況
（11年度完成分）

区 分
施 設

施設数 規模又は能力

し 尿 処 理 施 設

ご み 処 理 施 設

埋立処分地（最終処分場）

1　 242 k./ 日

1　 171 t/日

1　  30千ｍ3

（注）ごみ処理施設は、粗大ごみ処理施設、廃棄物再生利用施設を
含む。
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表2-11-11　ごみ処理施設整備補助金交付状況

（注）１．補助金は、交付決定年度で集計した。
２．補助率は

国庫補助金：公害防止計画策定地域の率は1/2、策定地
域以外は1/4。

県費補助金：事業主体の財政力指数により異なる。
３．ごみ処理施設の公害防止施設（ダイオキシン類発生防止

対策施設等）を含む。

図2-11-3　一般廃棄物対策体系図
（単位：千円）

区
分

年
度

９ 15 3,681,394 15 277,685

10 11 2,962,791 10 171,412

11 14 10,657,718 11 0.05～0.15 124,121

ご み 処 理 施 設

国庫補助金 県費補助金

施設数 補助率 補助金 施設数 補助率 補助金

１ １
－・－
２ ４

１ １
－・－
２ ４

１ １
－～－
20 ４

１ １
－～－
20 ４

１ １
－・－
２ ４

区
分

年
度

９ １ 53,877 １ 19,395

10 － － － －

11 － － － 0.05～0.15 －

粗 大 ご み 処 理 施 設

国庫補助金 県費補助金

施設数 補助率 補助金 施設数 補助率 補助金

１
－
４

２
－
10

１
－
４

２
－
10

１
－
４

区
分

年
度

９ ３ 1,625,505 ４ 68,055

10 ２ 774,656 ２ 37,104

11 － － １ 0.1 3,298

廃 棄 物 再 生 利 用 施 設

国庫補助金 県費補助金

施設数 補助率 補助金 施設数 補助率 補助金

１ １
－・－
２ ４

１ １
－・－
２ ４

１ １
－・－
２ ４

２ １
－～－
10 20

１ ２
－～－
20 10

区
分

年
度

９ ５ 1,163,312 ６ 145,841

10 ３ 1,705,597 ４ 128,639

11 ３ 10,021,082 ３ 0.1～0.15 16,653

最 終 処 理 場

国庫補助金 県費補助金

施設数 補助率 補助金 施設数 補助率 補助金

１ １
－・－
２ ４

１ １
－・－
２ ４

１ １
－・－
２ ４

１ ２
－～－
10 10

１ ２
－～－
10 10

例」、「水質汚濁防止法」及び「水質汚濁防止法に基

づき排水基準を定める条例」により、ばいじん、塩

化水素等の排出基準やＢＯＤ、有害物質等の排水

基準が設定されている。また、＊最終処分場につい

ては、総理府・厚生省令「一般廃棄物の最終処分場

及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準

を定める命令」が定められている。

　県は、市町村等が施設整備を行う場合に、これら

の法令等に適合するよう指導するとともに、施設

の適正な維持管理について指導を徹底し、環境汚

染の防止に努めている。

　ウ　立入検査

　廃棄物処理法第19条の規定により、11年度にお

いては、ごみ焼却処理施設67か所、最終処分場57

か所を対象に立入検査を実施し、施設の維持管理

状況の確認、放流水や焼却残灰等の採取、分析を行

うとともに必要な指導を行った。

　エ　有害物質対策

　水銀を含有する使用済み乾電池については、60

年７月に「使用済み乾電池を他のごみと併せて処

理しても生活環境上問題がない」との国の見解が

示されたところである。

　また、ＰＣＢ含有部品が使われている廃家庭電

化製品については、49年８月に家庭電化製品業界
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で組織する「千葉県Ｐ連絡協議会」と覚書を交換

し、ＰＣＢ含有部品の除去を依頼している。なお、

ごみ処理に係るダイオキシン類対策については、

９年８月に廃棄物処理法政省令の改正を受け、ダ

イオキシン類の削減に向けて必要な指導を行うと

ともに、恒久対策を実施する市町村に対しては助

成措置を講じている。

（２）リサイクル推進対策

　ア　「リサイクルの日」県民運動

　「再生資源の利用の促進に関する法律」の施行に

因んで10月25日を「千葉県リサイクルの日」と定

め、毎年、市町村が実施主体となって、リサイクル

に関するイベント、フリーマーケット等の「啓発事

業」と資源ごみの回収運動を行っている（表2-11-

12）。

　11年度はリサイクルの日の10月 25日を中心に

各種事業が展開された。

　イ　リサイクル功労者表彰

　住民団体等が実施する資源回収活動やリサイク

ル業者による資源ごみの回収が、ごみの減量化・再

資源化に果たす役割は、重要かつ意義ある活動で

あることから、その功績に報いることによりリサ

イクルの促進と意識の高揚を図ることを目的とし

て、４年度に「リサイクル功労者表彰制度」を創設

した。

　11年度の被表彰者は、知事表彰が５団体、環境

部長表彰が３個人12団体であった（表2-11-13）。

　ウ　減量化・再資源化対策

　(ア)千葉県ごみ減量化推進県民会議の運営

　(イ)廃棄物情報技術センターの運営

　(ウ)「千葉県リサイクルの日」県民運動の展開

　(エ)「リサイクル推進体制整備」の促進

　(オ)「リサイクルセンター等に対する県費補助制

度」等

　また、市町村においては、分別収集の徹底、資源

化・再利用の実施、中間処理（焼却、破砕、圧縮等）

の増強等を行い、ごみの減量化について積極的に

取り組んでいる（表2-11-14）。

　エ　空き缶等対策

　道路周辺や観光地等における空き缶や空きびん

等のごみの散乱は、街や自然の美観を損ねるばか

りでなく、収集体制の確保や費用の増大など廃棄

物処理の面でも多くの問題点を含んでおり、さら

に、資源再利用という観点からも大きな損失と

なっている。

　関東11都県（甲・信・越・静を含む）では、毎

年５月30日（ゴミゼロの日）を中心として空き缶

等の収集活動や街頭での広域的な統一美化キャン

ペーン、散乱防止、再資源化促進を目的としたポス

ター・標語による啓発を「ゴミゼロ運動」として実

施している。

　本県では、57年からゴミゼロ運動を実施し、58

表2-11-13　11年度リサイクル功労者被表彰者

知
事
表
彰

部  

長  

表  

彰

団　体　名　等市町村名表彰区分

船　橋　市 ㈲船橋リサイクル

茂　原　市 茂原市立豊岡小学校ＰＴＡ

市　原　市 市原市立戸田小学校ＰＴＡ

鎌 ヶ 谷市 鎌ヶ谷市立初富小学校ＰＴＡ

大 多 喜町 総元ＰＴＡ

銚　子　市 大谷津子供会

木 更 津市 吾妻地区小中ＰＴＡ

茂　原　市 茂原市立東部小学校ＰＴＡ

茂　原　市 長生郡市再生資源共同組合

成　田　市 宗吾区

柏　　　市 蛯原　満

市　原　市 おおとり子供会

八 千 代市 八千代市立村上東小学校ＰＴＡ

我 孫 子市 ㈱リサイクル

鴨　川　市 田原幼小ＰＴＡ

四 街 道 市 三才キッズ

関　宿　町 田中商店　田中豊蔵

栄　　　町 安食台ニュータウン子供会

大 多 喜 町 大多喜町立老川小学校ＰＴＡ

天津小湊町 巴山康男

表2-11-12 「リサイクルの日」県民運動実施状況

年     度 ９年度 10年度 11年度

実 施 市 町 村 数

啓 発 事 業 参 加 者

回 収 運 動 参 加 者

回収された資源ごみの量
（内回収された古紙の量）

80 79 71

376千人 297千人 606千人

1,636千人 1,576千人 1,788千人

15,459トン 17,747トン　 17,235トン
　（11,585トン）（11,695トン） （11,314トン）
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年度からは「千葉県美しいふるさとづくり運動」の

一環としても位置づけて実施しており、12年度は、

５月28日を中心に、県下61市町村で53万６千人

が参加し、1,088ｔ（このうち空き缶は229ｔ）を

収集した（表2-11-15）。

　オ　「千葉県ごみ減量化推進県民会議」の運営

　ごみの減量化・再資源化を県民・事業者・行政が

一体となって進めるため、各界・各層の代表で構成

する「千葉県ごみ減量化推進県民会議」を６年11

月に設置し、「千葉県のごみ減量化行動計画」及び

「アクションプログラム」を策定して、資源循環型

社会の実現に向けた全県的な啓発・実践活動を展

開している。

（３）容器包装資源化推進対策

　ごみのうち、容積で約６割を占めるといわれる

容器包装廃棄物の分別収集と再商品化を促進する

ため、７年６月に「容器包装リサイクル法」が制定

され、消費者、市町村、事業者の役割分担が示さ

れた。同法に基づく分別収集を実施するため、市町

村等は８年度に「市町村分別収集計画」を策定し、

県はこれを取りまとめ「千葉県分別収集促進計画」

を策定した。計画は９年度を初年度とした５か年

計画であるが、３年ごと改定されることから、11年

７月に12年度を初年度とした５か年計画を新たに

策定したところである。

表2-11-14　市町村の再資源化実施状況

区　　　　　分 ９年度 10年度 11年度
① ごみの処理量　（千トン）   2,133   2,177 2,201

② ごみからの再資源化量　（千トン）     250     268 　271

ごみの再資源化率（②÷①）　（％）      11.7        12.3 　　　12.3

③ 集団回収による再資源化量　（千トン）
    187     195 　196

（63市町村） （64市町村） （63市町村）

④ 再資源化合計量（②＋③）　（千トン）     437     463 　467

⑤ 合計再資源化率（④÷（①＋③））　（％）      18.8        19.5 　　　19.5

表2-11-15　ゴミゼロ運動における空き缶等一斉収集の状況

年　　　　度 ９ 10 11 12

主 た る 実 施 日 ６月１日 ５月31日 ５月30日 ５月28日

実 施 市 町 村 数 80 79 79 61

実 　 施 　 人 　 数 746千人 758千人 758千人 536千人

ご み 収 集 総 量 1,288ｔ 1,370ｔ 1,431ｔ 1,088ｔ

空 き 缶 収 集 量 402ｔ 350ｔ 328ｔ 229ｔ

空き缶など再資源化量 322ｔ 321ｔ 304ｔ 207ｔ

 （注）主たる実施日は、５月30 日（ゴミゼロの日）に近い日曜日を「関東地方環境美化行動の日」として定めるため、年度によって
異なる。

図2-11-4　分別収集の対象品目
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　ア　対象品目

　対象品目は図2-11-4のとおりである。

　イ　関係者の役割

　(ア)消費者は適正に分別排出を行う。

　(イ)市町村は分別収集を行う。

　(ウ)事業者は市町村が収集した容器包装廃棄物

を再商品化する。

　ウ　市町村分別収集計画

　44市町村及び10一部事務組合（36市町村）が計

画を策定し、県内全市町村で分別収集が実施され

ている。同計画は11年７月に改定され、12年度を

初年度とする５か年計画が策定された。16年度ま

での計画期間中の品目別の分別収集実施予定市町

村は表2-11-16のとおりである。

　エ　市町村分別収集実績

　市町村で分別収集された、品目別の容器包装廃

棄物の収集量は表2-11-17、実施市町村数は表2-

11-18のとおりである。

（４）家電リサイクル法について

　年間の排出量が、重量にして約60万トンにもな

る一方で、一部の金属がリサイクルされる以外は

廃棄物となっていた使用済の家電製品について、

リサイクルを行うことで廃棄物の減量化と有用な

部品や素材の再商品化等を図ることを目的に、10

年６月に「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイ

クル法）」が制定され、13年４月から本格施行され

る。県においても、同法が円滑に施行されるよう、

市町村指導や広報・啓発に努めることとしている。

ア．対象品目

　　エアコン、テレビ、電気冷蔵庫、電気洗濯機

イ　役割分担

（ア）消費者

　　再商品化料金と収集運搬料金を負担して、廃

家電を小売業者に引き渡す。

（イ）小売業者

　　引き取った廃家電を製造業者が指定する指定

引取場所に運搬する。

（ウ）製造業者

　　運搬された廃家電を政令で定められた基準に

したがって再商品化等を行う。

　　（再商品化等の基準）

　　エアコン　６０％以上

　　テレビ　　５５％以上

　　電気冷蔵庫　　５０％以上

　　電気洗濯機　　５０％以上

（エ）市町村

　　消費者の要請により、小売業者に引取・引渡義

務のない一部の対象機器を収集及び運搬、再商

品化する。

（５）し尿処理対策

　ア　施設整備

　し尿処理施設の設置等に対し国庫及び県費補助

を行い、施設の整備拡充を図っている（表2-11-

19）。

　イ　環境汚染防止対策

　し尿処理に当たっては、水質汚濁、悪臭等環境汚

染の防止に十分配慮する必要がある。特に、処理施

設が適正に管理されない場合は、施設の効率的な

稼働が妨げられるばかりでなく、公共用水域の水

表2-11-18　実施市町村数

品　目 びん 缶 紙パック ＰＥＴボトル

９年度 63 73 37 30

10 年度 72 80 37 41

11 年度 72 80 37 42

表2-11-17　分別収集実績量
（単位：トン）

品　目 びん 缶 紙パック ＰＥＴボトル 合　計

９年度 52,768 39,981 361 1,593 94,703

10 年度 54,482 37,962 388 2,985 95,817

11 年度 53,645 36,438 351 4,085 94,519

（注）一部事務組合で計画策定した分については構成市町村数とし
て計上した。

表2-11-16　品目別分別収集実施予定市町村数（16年度）

市町村数 51 30 68

品   目 びん 缶 紙パック ＰＥＴボトル

市町村数 80 80 61 74

品   目 段ボール
その他プラス
チ ッ ク 製
容 器 包 装

その他紙製

容 器 包 装
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質汚濁の原因となるので、その未然防止に万全の

措置を講じなければならない。

　し尿処理施設からの放流水については、「水質汚

濁防止法」及び「水質汚濁防止法に基づき排水基準

を定める条例」により厳しく規制されている。

　県では、市町村等が施設整備を行う場合に、これ

らの法令等に適合するよう指導するとともに施設

の適正な維持管理について指導を徹底し、環境汚

染の防止に努めている。

　ウ　立入検査

　廃棄物処理法第19条の規定により、11年度にお

いては、35か所のし尿処理施設を対象に立入検査

を実施し、施設の維持管理状況の確認を行い必要

な指導を行った。

（６）家庭雑排水対策

　家庭雑排水による河川等公共用水域の水質汚濁

は深刻な問題となっており、この抜本的な対策が

急務となっている。このため県では、家庭雑排水の

総合的な対策を図るため、「千葉県家庭雑排水処理

指導要綱（57年４月策定）」を定め、県・市町村及

び県民が一体となって家庭雑排水浄化の推進に努

めてきた。今後も、県・市町村及び県民が一体と

なって家庭雑排水の浄化に取り組むとともに、同

要綱に基づき各種対策のより一層の推進を図って

いく。

　なお、同要綱の主な内容は次のとおりである。

①県の役割：総合施策を策定し、技術的・財政的援

助及び技術開発に努める。

②市町村の役割：住民啓発を行い共同処理施設の

設置及び家庭用沈澱槽等の個別

処理施設の設置指導を行う。

③家庭等の役割

　ａ．厨房で生じる調理くず、食べ残し等の不要物

及び油脂等を除去する。

　ｂ．排水口において固形物を除去する。

　ｃ．りん酸塩を含む洗剤等の使用を自粛する。

　ｄ．個別処理施設を設置し、それを適正に維持管

理する。

　また県は、57年度から市町村が設置する共同処

理施設（101人以上の地域単位での処理）に対し「家

庭雑排水共同処理施設整備事業補助金交付要綱」

に基づいて助成を行い、その設置促進を図ってき

た。さらに、２年２月から同交付要綱を「家庭雑排

水等処理施設整備事業補助金交付要綱」に改め、家

庭雑排水とし尿を併せて処理する「コミュニティ・

プラント」を対象に加え、家庭雑排水等対策事業の

充実を図った（表2-11-20）。

　さらに、家庭雑排水対策の一環として、印旛沼及

び手賀沼流域における小型合併処理浄化槽の設置

促進を図るため国及び流域市町村と協調して、62

年度において、補助事業を創設し15基（６市町）に

対し補助を行ったが、63年度からは補助対象地域

表2-11-20 家庭雑排水処理施設整備補助金交付
状況

年
　
　
度

市
町
村
名

白
子
町

大
網
白
里
町

10

規　模

（ｍ3/日）

国　庫
補助金
（千円）

県　費
補助金
（千円）

備　　　考

870 64,003 64,003

1,440 414,245 414,245

コミュニティプラント

（７～10年度事業）

コミュニティプラント

（９～11年度事業）

大
網
白
里
町

1,440 117,282 117,282
コミュニティプラント

（９～11年度事業）
11

表2-11-21　浄化槽法定検査実施結果（11年度）

判　　定　　結　　果
検査基数

適　正 おおむね適正 不適正

28,194基 23,546 3,440 1,208

表2-11-19　し尿処理施設整備補助金交付状況

区分

年度

（単位：千円）

国庫補助金 県費補助金

施設数 補助率 補助金 施設数 補助率 補助金

９

10

11

６

４

１

１ １
－・－
２ ３

１ １
－・－
２ ３

１
－
２

１ ３
－～－
20 20

１ ３
－～－
20 20

2,932,005

1,227,842

308,669

６

４

２

149,974

 66,697

30.844

（注）１．補助金は、交付決定年度で集計した。
２．補助率は　国庫補助金：公害防止計画策定地域の率は

　　　　1/2、策定地域以外は1/3。
　　　　県費補助金：事業主体の財政力指数により異なる。

0.05
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を下水道認可区域を除く全県下に拡大した。

　また、元年度には補助基準額の引き上げ及び補

助対象浄化槽の規模拡大を行い、さらに、３年度に

おいても補助基準額の再引上げ及び補助対象地域

の拡大（下水道認可区域であっても、当分の間共用

が開始されない区域）などの制度を充実させた結

果、元年度には621基（34市町村）の補助設置基数

が、11年度には4,623基（千葉市を除く77市町村）

と順調な伸びを示しており、今後も引き続き合併

処理浄化槽の設置促進を図っていく。

（７）浄化槽対策

　浄化槽が所期の機能を発揮するには、その適正

な設置及び設置後の適時・適切な維持管理が不可

欠である。このため「浄化槽法」、「千葉県浄化槽保

守点検業者の登録に関する条例」、「千葉県浄化槽

取扱指導要綱」等に基づき、浄化槽管理者に対する

啓発及び法定検査の受検指導、保健所による立入

検査指導、保守点検業者に対する指導等を実施し、

浄化槽対策の一層の充実を図る。

　ア　浄化槽管理者への指導

　「浄化槽法」では、浄化槽を設置した場合その管

理者に対し、使用開始後６か月を経過した日から

２か月の間に水質検査（法第７条検査）を、さらに、

毎年１回定期検査（法第11条検査）をそれぞれ受

けることを義務づけている。

　県では、法第７条検査の受検を推進するため、建

築確認申請又は設置届の際に併せて同検査依頼書

を添付させる措置をとっている。また法第11条検

査についても、おおむね21人槽以上の浄化槽のう

ち前年度未受検施設を対象に受検促進指導を行う

など、未受検施設の減少に努めている。

　法定検査は、（社）千葉県浄化槽検査センターが

知事の指定検査機関として実施しており、11年度

の検査基数は、28,194基で、検査結果はそれぞれ

管轄保健所に通報され、不適正浄化槽の管理者に

対しては事後指導を行った。

第２節　産業廃棄物

１．産業廃棄物の現状

　廃棄物処理法では、事業活動に伴って生じた廃

棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカ

リ、廃プラスチック類等19種類の廃棄物及び輸入

された廃棄物を産業廃棄物と定め、さらにこれら

のうち爆発生、毒性、＊感染性等の性状を有する５

種類の廃棄物を＊特別管理産業廃棄物としている

（資料編７）。これらは、事業場から排出される際、

混合された状態のものもあり、その内容は多種多

様である。

　産業廃棄物の処理については、排出事業者が自

らの責任において適正に行うこととされ、自ら又

は許可業者への委託により実施されている。産業

廃棄物の発生から処理までの代表的な流れを示す

と図2-11-5のとおりである。

（１）産業廃棄物の発生及び処理状況

　産業廃棄物の発生及び処理の状況については、

排出者に報告が義務づけられていないため、県で

はおおむね５年ごとに実態を把握するための特別

の調査を実施している。11年度に実施した実態調

査の結果では、10年度の発生量は2,951万トンで、

中間処理等による減量化量が1,153万トン（39％）、

再資源化量が1,682万トン（57％）、最終処分量は

116万トン（４％）であり、発生量の９割以上が減

量化・再資源化されている。

　また、前回調査の５年度と比較すると、発生量は

41万トン（1.4％）、最終処分量は115万トン減少

している（図2-11-6）。

図2-11-5　産業廃棄物処理の代表的な流れ
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（２）産業廃棄物処理施設の設置状況

　12年３月末現在の排出事業者が設置する廃棄物

処理法第15条の許可施設数は＊中間処理402施設、

最終処分12施設、また、産業廃棄物処理業者が設

置する処理施設数は中間処理119施設、最終処分29

表2-11-22　廃棄物処理法第15条に基づく許可施設の設置状況（12年３月末現在）
種　　類 種　類　内　容 排出事業者 処　理　業　者 合　　計

汚泥の処理施設 303 28 ( 11) 331

廃油の処理施設 33 24 (  8) 57

廃酸・廃アルカリの処理施設 2 3 (  6) 5

中間処理施設 廃プラスチック類の処理施設 44 29 ( 15) 73

木くずの処理施設 19 34 (  1) 53

その他の処理施設 1 1 (  0) 2

その他の許可対象外施設 － － (198) －

合計 402 119 (239) 521

安定型 ２ 16 (  1) 18

最終処分場 管理型 ８ 13 (  0) 21

遮断型 ２ 0 (  0) 2

合計 12 29 (  1) 41

(注)１．千葉市域内の施設を含む。
２．（　）内は、許可対象となる規模未満の施設数。
３．その他の許可対象外施設とは、廃棄物処理法第 15 条の許可対象施設以外の産業廃棄物処理施設。
４．最終処分場については、公共施設を含む。

表2-11-23　産業廃棄物処理業に係る許可業者数（12年３月末現在）
業区分

年度 種類

収　集
運搬業

※収集運搬のみ

処　　　　分　　　　業

小　計 中間処理 最終処分
収　運
＋
中　間

収　運
＋
最　終

中　間
＋
最　終

収運＋
中間＋
最終　

合　計

産廃

特管

計

産廃

特管

計

11

10

3,750 195 41 5 128 14 3 4 3,945

392 27 9 1 17 0 0 0 419

3,847 199 44 5 129 14 3 4 4,046

3,174 185 42 6 117 13 3 4 3,359

361 27 9 1 17 0 0 0 388

3,270 189 45 6 118 13 3 4 3,459

(注)１．千葉市許可分を除く。
２．「産廃」とは通常の産業廃棄物を、｢特管」とは特別管理産業廃棄物を取り扱う業を示す。
３．「計」は、許可業者の実数を示す。（許可区分により一部重複）

図2-11-6　産業廃棄物の発生・処理状況の推移 施設である（表2-11-22）。

（３）産業廃棄物処理業者の現況

　ア　許可の状況

　産業廃棄物処理業者は、排出事業者からの委託

を受け、適正に処理する役割を担っている。産業廃

棄物の処理を業として行うには、廃棄物処理法に

基づく知事（千葉市域内については千葉市長）の許

可が必要で、取り扱う産業廃棄物の種類（通常の産

業廃棄物と特別管理産業廃棄物）及び業の内容（収

集運搬業と処分業）により区分し許可されている。

12年３月末現在の許可業者数は4,046業者（実数）

で、前年度に比べ587業者増加している（表2-11-

23）。
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　イ　処理実績

　産業廃棄物処理業者は、廃棄物処理法により１

年間の廃棄物の処理実績を毎年知事（千葉市長）に

報告することとされており、千葉市を含む10年度

の実積は次のとおりである（詳細は資料編７）（図

2-11-7）。

　（ア）　中間処理量

　中間処理量は468万８千トンと９年度に比べ135

万５千トン増加している｡種類別に見ると、がれき

類（建設廃材）240万8千トン（51％）、汚泥168万

３千トン（36％）、廃プラスチック類７万３千トン

（1.6％）の順となっている。なお汚泥のうち約８割

（132万３千トン）は建設工事に係るものであり、が

れき類などを合わせ建設系廃棄物が中間処理全体

量の大半を占めている。また、発生地域別に見る

と、県内発生物が295万トン（63％）、県外発生物

が173万８千トン（37％）となっている。

　（イ）　最終処分量

　最終処分量は80万トンと９年度に比べ８万４千

トン減少している。種類別に見ると、汚泥25万２

千トン（32％）、がれき類（建設廃材）15万２千ト

ン（19％）、ガラス・陶磁器くず15万１千トン（19

％）、廃プラスチック類８万７千トン（11％）の順

となっており、この４品目で全体の８割以上を占

めている。また、発生地域別に見ると、県内発生物

が65万８千トン（82％）、県外発生物が14万７千

トン（18％）となっている。

（４）不法投棄の状況

　11年度の産業廃棄物に係る不法投棄の発生件数

は133件で、ここ数年は100件程度で推移している

が、深夜・早朝に搬入し短期間で不法投棄の山を築

くなど、その手口は悪質かつ巧妙化の傾向にある

（図2-11-8）。

　また、発生地域は、主要幹線道路周辺の休耕田、

沢状地や林地に集中し、道路網の発達に伴い広域

化する傾向もみられる。

　不法投棄の内容物は、依然としてがれき類や木

くず等の建設系廃棄物が半数以上を占めているが、

その中でも再生利用が遅れている木くず、瓦くず

等の不法投棄が多くなっている。また、建設系廃棄

物以外では廃プラスチック類が増加してきている。

　大規模な不法投棄現場では、廃プラスチック類

を主体として建設系廃棄物や事業系一般廃棄物

（伝票や書類等の紙くず）が混在し投棄されている

場合が多く、これらは他都県の中間処理施設や積

替保管施設などに集積されていたものが、夜間に

一挙に県内に運び込まれ投棄されるケースが多い

ものと推定される。

　このような不法投棄は、法を無視する不法行為

者の存在に加えて、所有者の安易な土地提供、排出

事業者や工事発注者の管理不徹底なども原因と

なって引き起こされている。

２．産業廃棄物処理対策

　千葉県における産業廃棄物処理対策の体系は、

図2-11-9のとおりであり、廃棄物処理法、指導要

綱及び公害防止協定等に基づき、排出事業者及び

処理業者に対する規制・指導を行っている。また、

廃棄物処理法に基づき「産業廃棄物処理計画」を定

図2-11-8　産業廃棄物の不法投棄発生状況図2-11-7　中間処理・最終処分の実績（10年度）
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め、各種施策の展開を図っている。

（１）産業廃棄物処理計画

　県では、昭和49年度以降、廃棄物処理法に基づ

き「千葉県産業廃棄物処理計画」を定め、産業廃棄

物の適正処理の推進を図ってきているが、８年２

月に策定した第５次計画（計画期間８～12年度）で

は、資源循環型社会の構築に向けて、産業廃棄物の

適正で合理的な処理対策を確立するため、①発生

抑制・減量化の徹底　②再資源化・再生品利用の推

進　③安全性の確保　④処理施設の確保　⑤産業

廃棄物管理体制の確立を基本方針として揚げ、排

出事業者、処理業者、県民及び行政がそれぞれの役

割分担と連携のもとで、計画の推進を図ることと

している。

　また、12年度までの予測の結果では、発生量の

増加に伴い最終処分量も増加すると予測されるこ

とから、業種別に減量化・再資源化の努力目標量を

設定し、最終処分量の抑制を図ることとしている

（図2-11-10）。

（２）排出事業者に対する規制・指導

　ア　立入検査

　11年度の廃棄物処理法に基づく立入検査は、有

害な物質を取り扱う事業場、産業廃棄物処理施設

を有する事業場及び医療関係施設（病院）等を重点

的に選定し、703事業場について実施した（表2-11-

24）。

　立入検査では、産業廃棄物の排出状況、処理状

況、管理体制等について検査するとともに、必要に

応じて産業廃棄物を採取・分析し、304事業場に対

して改善指導を行った。改善指導の主な内容は、帳

簿の記載・整備の不備、廃棄物の保管の不備、不適

正な委託処理等であった。

　イ　多量排出事業場の指導

　原材料の購入から製品の設計・製造段階及び廃

棄物の排出・処理段階での産業廃棄物の減量化・再

資源化を促進することを目的として、６年２月に

「産業廃棄物多量排出事業場処理計画作成指針」を

策定し、年間１万トンを超える産業廃棄物を排出

する事業場等に対し、処理計画及び自己評価書の

作成と提出を指導している。12年度の処理計画に

表2-11-24 産業廃棄物排出事業場に対する立入
検査結果（11年度：主要業種別）

業　種
立入検査

事業場数

改善指導

事業場数

指　導　内　訳

改善

命令

改善

勧告

文書

指導

口頭

指導

製 造 業

医 療 業

廃棄物処理業等

水 道 業 等

建 設 業

そ の 他

合 計

136 74 0 0 1 73

269 123 0 0 0 123

104 57 0 1 9 47

41 15 0 8 0 7

20 11 0 0 0 11

133 24 0 0 0 24

703 304 0 9 10 285

(注) １．千葉市を除く。
　 ２．「文書指導」は、指導票によるものを含む。

図2-11-10　発生・処理状況の将来予測と目標図2-11-9　産業廃棄物対策の体系
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ついては、製造業、建設業、医療機関及び処理業等

の266事業場から提出された。

　ウ　協定に基づく指導

　公害防止協定締結工場（53社61工場）に対して

は、協定に基づく処理実績の報告を受け、産業廃棄

物の処理状況等の確認を行うとともに、立入調査

を実施し必要な指導を行っている（表2-11-25）。　

　11年度の協定工場の埋立処分実績は30万６千ト

ンで、協定値の68万トンを下回っている。なお、11

年度の協定に基づく生産施設及び公害防止施設の

新増設に係る事前協議は62件で、産業廃棄物の減

量化・再資源化の促進及び処理施設の設置などに

ついての指導を行った。

　エ　進出予定事業者等に対する指導

　県内の工業団地等への立地及び大規模な工場立

地を計画している事業者に対しては、計画時点か

ら産業廃棄物の発生抑制と減量化・再資源化を基

本とした適正処理に努めるよう事前指導を行って

おり、11年度は15件について指導した。

　また、廃棄物処理法及びその運用通知等を周知

し、適正処理の徹底を図るため、講習会等を実施し

ている。

（３）処理業者に対する規制・指導

　産業廃棄物処理業者に対しては、廃棄物処理法

に基づく規制のほか、「千葉県廃棄物処理施設の設

置及び維持管理に関する指導要綱」等に基づき、適

正処理の指導を行っている。特に、中間処理業者及

び最終処分業者については、重点的に立入検査を

実施し指導の徹底を図っている。

　11年度は、延べ300件の立入検査を実施し、許

可条件の違反など不適正な処理のあった延べ200件

について、改善指導を実施した（表2-11-26）。

　なお、立入検査で廃棄物、放流水等85件につい

て採取・分析した結果、すべて基準に適合してい

た。

（４）不法投棄等の不適正処理に対する指導

　産業廃棄物の不法投棄や野焼きなど不適正処理

の未然防止と適正処理の徹底を図るため、関係事

業者に対する啓発や立入指導を実施するとともに、

警察を含む関係機関との連携強化、不法投棄多発

地域での夜間・休日パトロールの実施やヘリコプ

ターによる空からの監視など、監視体制の充実強

化に努めている。また、不法投棄等の情報を早期に

得て迅速な対応を図るため、２年度から市町村が

設置する「不法投棄監視員制度」の運営に対しその

費用の一部を助成しており、11年度は69市町村（監

視員数1,131名、千葉市を除く）に対し補助金を交

付した。

（５）県外産業廃棄物の適正処理に関する指導

　県外産業廃棄物の流入に伴う不法投棄等の不適

正処理を防止するとももに、県内産業廃棄物の処

分容量の確保と最終処分場の延命化を図るため、

２年４月から「千葉県県外産業廃棄物の適正処理

に関する指導要綱」を施行し、最終処分については

原則として協議数量の50％削減、県外の積替保管・

選別施設経由の搬入禁止などについて指導してい

る。（千葉市は独自の要綱により指導）

　要綱では、県外産業廃棄物を県内で処理しよう

とする場合、排出事業者は事前に知事に対し協議

（最終処分）又は届出（中間処理）を行うこととし

ており、11年度の事前協議及び届出の件数はそれ

ぞれ134件及び3,000件であった。

　県内における県外産業廃棄物の最終（埋立）処分

量は、要綱施行前に比べ大きく減少し、ここ数年10

表2-11-25 公害防止協定工場に対する立入指導
結果（11年度）

立入調査

工 場 数

改善指導

件 数

内　　　　訳

改善勧告 文書指導 口頭指導

25 25 0 0 25

表2-11-26 産業廃棄物処理業者に対する立入検
査結果（11年度）

立入検査対象
(業の区分)

延べ

立入件数

延べ

指導件数

改善指導の内容

改善命令 改善勧告 指導票 その他

収集・運搬業 34  24(71％) 0 0 0 24

中間処理業 184 125(68％) 0 1 20 104

最終処分業 82  51(62％) 2 1 11 37

計 300 200(67％) 2 2 31 165

(注) １．千葉市を除く。
２．収集・運搬業に係る立入検査は、積替保管施設を対象
としている。

３．「延べ指導件数」欄の（　）内は、延べ立入件数に対す
る割合を示す。
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～20万トンと全体の２割程度で推移している（図

2-11-11）。

（６）安定型最終処分場における硫化水素に対する

　　指導

　11年10月に福岡県の安定型処分場で、従業員３

名が硫化水素（15,000ppm）を吸い、死亡する事故

が発生したことから、県では、稼動中の全ての処分

場において有毒ガス発生の状況及び硫化水素など

の濃度測定を実施した。

　12年８月末現在、県が所管する廃棄物処理法に

基づく稼動中の安定型最終処分場は15施設で埋立

地の地下80cm 地点のガス濃度を検査したところ、

７施設において最小２ppm、最大120ppmの硫化水

素が検出されたが、敷地境界における臭気は確認

されなかったことから、周辺環境への影響を及ぼ

す濃度のものではなかったと考えられる。

　しかしながら、この結果を受けて、事業者に対し

立入調査結果を通知し、硫化水素の検出された地

点及び濃度、作業時の注意事項、敷地境界における

臭気の確認など指導を行った。（詳細は資料編７）

３．関連対策

（１）公共事業における減量化・再資源化の推進

　資源循環型社会を構築するためには、産業廃棄

物の発生抑制と減量化・再資源化の推進が必要不

可欠であり、第５次千葉県産業廃棄物処理計画に

おいても、最重要課題として位置づけている。県で

は、７年３月に「公共事業における産業廃棄物の再

資源化及び再生品の利用の促進に関する基本方針」

を取りまとめ、県が率先してその推進に取り組む

こととしている。

　この基本方針では、12年度までの目標を設定し、

現場での発生抑制の徹底、中間処理による減量化・

再資源化の推進を図るとともに、再生品を公共事

業間で相互に利用するなどの積極的な活用促進を

図ることとしており、現在、関係部局において積極

的な取組が進められている。

（２）畜産廃棄物対策

表2-11-27　公共事業における再資源化・再生品利用の目標

再資源化の目標 再生品利用の目標
産業廃棄物の種類 現　状

(５年度)

目標

(12年度)

現　状

(５年度)

目標

(12年度)
再生品の種類

建　設

廃　材

アスファルト・コンクリート塊

コ ン ク リ ー ト 塊

上 水 汚 泥

工 水 汚 泥

下 水 汚 泥

建 設 汚 泥

木 く ず 等 建 築 解 体 物

汚　泥

再生加熱アスファ
ルト混合物再生骨
材等

汚泥改良土

汚泥焼成レンガ

肥料　等

再生合板等

93％ 100％ 61％ 100％

90％ 100％ 51％ 100％

94％ 100％ 94％ 100％

53％ 80％以上 53％以下 80％以上

66％ 80％以上 5％以下 50％以上

5％以下 35％以上 5％以下 50％以上

65％ 90％以上 5％以下 50％以上

図2-11-11　県内処理業者による県内・県外最終

          （埋立）処分量の推移

表2-11-28　畜産に係る環境問題の発生状況

種　別 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年

悪 臭

水質汚濁

害虫発生

そ の 他

計

110 102 141 105 112 104 104 90(51％)

64 62 56 47 34 42 52 56(32％)

22 30 32 36 12 34 34 16( 9％)

18 19 21 18 9 14 8 15( 8％)

214 213 250 206 167 194 198 177(100％)

（畜産経営環境保全総合対策指導事業調査結果）
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　ア　畜産廃棄物の現状

　本県の畜産は、米、野菜と並び本県農業の基幹を

なしており、全国的にも有数の畜産県として位置

づけられている。

　一方、畜産農家の家畜から排せつされるふん尿

は、これまで有機質肥料として、農産物や飼料作物

などに利用され、土づくりに貢献してきている。

　しかしながら、近年の畜産経営の急激な規模拡

大等により、これまでどおりの方法では、ふん尿の

適正な管理と利用の確保が困難なものとなりつつ

ある。

　このため、各地域での農家と一般住宅との混住

化の進展も加わり、悪臭や水質汚濁等の畜産環境

問題の発生を招くこととなっている。

　千葉県では、年間に311万トン余りの家畜ふん尿

が排せつされており、これを適切に処理・利用する

ことが、地域の生活環境の保全と畜産経営の健全

な発展のための重要な課題となっている。

　家畜ふん尿の適正な処理は、堆肥舎や強制発酵

施設などによるたい肥化と活性汚泥法などによる

浄化などが一般的であり、現在、これら適切な処理

のための施設整備がすすめられている。

　このようななか、11年７月、「家畜排せつ物の管

理の適正化及び利用の促進に関する法律」が公布

され、畜産業における家畜排せつ物の管理の適正

化とその利用を促進するための措置が講じられる

こととなった。

　イ　畜産廃棄物処理対策

　県では、「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用

の促進に関する法律」に基づき、「千葉県における

家畜排せつ物の利用の促進を図るための計画」を

定め、処理施設の整備やたい肥等の利用促進など

の目標を設けて、家畜排せつ物の適正な処理・利用

を推進することとしている。

　このため、各種補助事業やリース事業等の活用

により、家畜排せつ物処理施設の整備の効率的な

推進を図っている。

　さらに、家畜たい肥の流通・利用の促進を図るた

め、県で構築した堆きゅう肥情報の提供システム

（堆きゅう肥利用ネットワークシステム）の活用を

図るとともに、畜産部門と耕種部門からなる「たい

肥生産・利用推進協議会」において家畜ふん尿など

図2-11-12　千葉県における畜産環境対策の推進体制
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の有機質資源の地域循環システムの構築などにつ

いて、検討を進めている。

　また、各支庁毎に「畜産経営環境保全推進指導協

議会」を設置し、関係機関の連携のもと、畜産経営

に起因する環境問題への適切な対処を図っている。

（３）残土対策

　ア　背景

　都市化の進行に伴い、各種の公共事業や民間工

事が展開され、いわゆる「残土」が大量に発生して

いる。本県は首都圏に位置し、比較的平坦な丘陵地

が多いという県土の特性や道路網の整備を背景に、

県外から多くの｢残土」が搬入されており、７年度

で年間約1,700万ｍ3の「残土」が県内で処分され

ている実状にある。

　また、これら残土処分の一部では、汚染された土

砂等の埋立による土壌汚染や無秩序な埋立による

土砂の崩落等の問題が生じている。

　イ　残土埋立て等に対する対策

　県内では、従来は市町村で条例または要綱によ

り埋立て等に係る土砂等の利用に関する規制・指

導が行われていた。

　しかしながら、近年、残土等の県外からの大量流

入やそれに伴う大規模な埋立てが顕著となってき

ており、また、市町村条例（要綱）の対象外とされ

ている各種法令の許認可事業において残土等の使

用が多いことなどから、全県的な視点から必要な

規制を行うこととし、有害物質による汚染された

土砂等の埋立ての防止と埋立てによる土砂の崩落、

流出等災害の発生の防止を目的とした「千葉県土

砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生

の防止に関する条例」を９年７月に制定し、10年

１月から施行した。

　条例により、3,000㎡以上の土砂等の埋立て等に

ついては、知事の許可を必要とし、土壌の汚染及び

災害の発生の防止について必要な規制をしており、

これまでに、９年度は18件、10年度は151件、11

年度は103 件について特定事業の許可を行ってい

る。

　今後は、不適正な土砂等の埋立て等を防止する

ため、

　①　県条例の許可対象とならない埋立て等に係

る市町村条例の整備

　②　各支庁に設置した「地区土砂適正処理推進

連絡会議」における情報交換

　③　県と市町村との合同監視活動の実施

などを行うことにより、条例の適正な運用を図る

とともに、許可申請前に市町村及び地元住民に埋

立て計画の周知を行う規定を含めた指導指針を12

年３月に制定し、同年６月から施行しているとこ

ろである。


